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要　旨
　本研究では，行動科学および社会的支援アプローチによるコミュニティ・エンパワメントの構築の
プロセスを明らかにし，それが高齢者の身体活動や健康状態に有用となることを検証することを目的
とした．研究者と高齢者が協働して地域健康づくりを作り上げる 18 ヶ月の介入プロセスを，トライ
アンギュレーション法を用いて質的に分析した．併せて，介入に伴う高齢者の身体組成および体力の
変化を，対照群のそれと比較・分析した．高齢者の身体活動は，義務的な状態から課題解決への模索
を経て，継続の状態へ変容した．このような高齢者の行動変容は，1 日あたりの歩数および身体活動
量の増強を伴った．群および時間の 2 要因と共変量による繰り返しのある一般線形モデルの結果，筋
肉量および 6 分間歩行に有意な時間の単純主効果が認められ，高齢者のそれらは強化された．高齢者
の身体活動の促進には， 行動科学および社会的支援アプローチを背景とした介入プロセスによるコミ
ュニティ・エンパワメントの構築が重要な役割を果たし，当事者の健康は維持・増進されることが示
唆された．

キーワード　�定期的な身体活動 , 行動科学および社会的支援アプローチ , コミュニティ・エンパワメン
ト , 参加型研究

１．緒言
定期的な身体活動は , 冠動脈疾患 , Ⅱ型糖尿病 ,

がんなどの非感染症疾患の予防とともに , 健康や
体力の増進に効果があることは知られている �1, �2）.
しかしながら , 定期的な身体活動を実践すること
は難しい . そのために , 身体活動の継続を住民へ
促す方法は , 地域保健の重要な課題となってい
る . これまで国内の地域保健事業は , 講義や実習
による知識の提供 , または運動を実践する方法や
技術の指導といった健康教育が主であった �3）. そ
の結果 , 健康教育の参加者の中には「わかってい
るができない」,「しかたなくやっている」など
のマイナスの感情を持ち , 身体活動の継続につな
がらなかったケースも少なからずあった �3-�5）. 住民
が身体活動へ意欲を高めるとともに , 身体活動を
継続できるよう促す地域健康づくりが求められて
いる �5, �6）.

定期的な身体活動を住民へ促す介入研究のメタ

分析は , 観察学習 , 目標設定 , 自己効力感の醸成 ,
強化などの行動変容技法が身体活動の継続に重要
な役割を果たすことを明らかにしている �7）. 一方 ,
観察学習や目標設定の自己調節に関する行動変容
技法が成人の身体活動を促進する効果は , 高齢者
には当てはまらないことを報告したレビュー論文
もある �8）. 定期的な身体活動を住民へ促す方法は ,
十分に確立されていない .

行動科学および社会的支援アプローチは , 住民
の身体活動を促進する有効な手段の一つであ
る �6, �9, �10）. このアプローチは , 行動の変容または維
持を望む者に対して , 行動のきっかけまたは機会
づくり , 行動を維持し逆戻りを予防する方法の理
解 , 個人や団体へのカウンセリングをとおして身
体活動を促進すると考えられる . 運動指導の専門
家が , 高齢者に運動のきっかけを与え意見を取り
入れながら一緒に運動プログラムを作る試みは ,
高齢者に定期的な身体活動を促し , 転倒発生率の
低下をもたらした �5）. 高齢者によるウォーキング
活動を専門家が支援する取組では , 行政の職員や
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研究者は活動の起ち上げから係わり , 高齢者と頻
繁に意見交換をしながら活動の改善を繰り返し
た . その結果 , 高齢者のウォーキングは地域に定
着するとともに , 身体的健康の QOL は維持され
た �11）.

定期的な身体活動を住民へ促す方法に関する先
行研究を俯瞰したとき , 専門職者または研究者は
住民や地域などコミュニティがもつ潜在的な力を
引き出すとともに , それを発揮する条件や環境を
つくること（以後 , コミュニティ・エンパワメン
ト �12））が高齢者に定期的な身体活動を促すとい
う仮説に至った . そのために , 本研究ではコミュ
ニティ・エンパワメントに着目し , 研究者が高齢
者と協働して地域健康づくりを作り上げる過程
は , 高齢者に定期的な身体活動を促すコミュニ
ティ・エンパワメントの構築に有効な介入方法に
なると考えた . 本研究では , 行動科学および社会
的支援アプローチによるコミュニティ・エンパワ
メントの構築のプロセスを明らかにし , それが高
齢者の身体活動や健康状態に有用になることを検
証することを目的とした .

２．方法
２. １　研究デザイン

本研究は , 研究者が①コミュニティの健康問題
を感じ取る , ②仲間を集め組織をつくる , ③健康
課題を明確にする , ④計画をつくり実施する , ⑤
活動を評価し普及を図る過程に対して , コミュニ
ティの人々と協働して特定の現場に潜む課題の解
決策を探り , 状況が変化することを目指す参加型
研 究 �11, �13, �14）（Community-Based Participatory 
Research, 以後 CBPR）を実施した . 本研究の介
入期間を ,2015 年 10 月～ 2017 年４月の 18 ヶ月
とした .

２. ２　対象地域 
石川県 A 町は , 人口 37,739 人 ,65 歳以上の人口

比率 22, ７％（2017 年３月 31 日現在）, 金沢市の
ベッドタウンとして人口は今も少しずつ増えてい
る . A 町 B 地区は , 人口 12,883 人 , 世帯数 4,617
世帯 ,65 歳以上の人口比率 18, １％（2,331 人）で
ある .A 町 C 地区は , 人口 2,407 人 , 世帯数 930 世
帯 ,65 歳以上の人口比率 36, ５％（879 人）（2017
年３月 31 日現在）である �15）.

B 地区および C 地区を担当する保健師は A 町
のほかの地区で健康づくり �16）を展開する研究者
に保健指導の助言を求めてきた . これに応じる形

で研究者は , 自らのゼミと地域が連携し , 体力測
定 , 健康講話 , 看護学生と住民の交流を含むイベ
ントによる健康づくりを , 町の地域包括支援セン
ター（以後 , 包括）, 町の社会福祉協議会（以後 ,
社協）, および両地区の高齢者コミュニティ（以後 ,
老人会）の代表へ説明する会合を持った . B 地区
の老人会会長は , 研究者の取組に興味を示し , 健
康づくりを計画的に行うことを希望した . C 地区
の老人会会長は , すでに体力測定や健康講話など
の健康づくりを地区で展開していたことから , そ
れを継続したい意向を示した . 地域の実情に鑑み ,
介入の対象を B 地区の老人会に , その対照を C
地区の老人会に設定した . 介入の対象のうち , 健
康づくりへ参加を表明した者（以後 , 参加群）は
73名（男性37名,女性36名）であった.対照群は,95
名（男性 42 名 , 女性 53 名）であった . 対照群は ,
介入期間において地区の高齢者ボランティアによ
る健康教室を年に４回 , 町の保健師による健康講
和を年に１回行った . 運動や生活活動などの身体
活動の実践を , 各自の判断に委ねた .

２. ３　地域健康づくりを作り上げる過程
表１に , 地域健康づくりを作り上げる段階 , 時

期 , イベント , 参加者数 , 住民および行政による
活動 , および研究者による介入を時系列に示した . 
本研究は , コミュニティの状況に沿った過程（健
康問題の把握 , 組織の構築 , サークル活動を実施
する模索 , 活動の評価 , サークル活動の継続）で
研究を展開した .

（１）健康問題の把握
研究者は , 包括および社協と打ち合わせ , 健康

障害を起こしやすい脆弱な状態を把握することか
ら始めることになった . 包括は , 参加群に対して ,
厚生労働省の自記式質問票（基本チェックリス
ト �17））による調査を行った . その結果 ,「運動機
能に問題あり」と評価された者は 12.1％であっ
た . 研究者は , 参加群の脆弱な状態を別の方法で
検討するために , 生体電気インピーダンス法を用
いて四肢の筋肉量を調べた . その結果 ,「下肢の
筋肉量が低い」と評価された者は 33％に及ん
だ . また , 研究者は包括とともに , 参加群の健康
づくりに対する意識や行動を,フォーカス・グルー
プ・インタビューにより調べた . その結果 , ①健
康づくりに関心はあるが老人会では行っていない
こと , ②運動習慣のある者とまったくない者が混
在する二極化があることが明らかとなった .

研究者 , 包括 , および社協は , 参加群の代表を
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表１ 地域健康づくりを作り上げる段階,時期,イベント,参加者数,住民および行政による活動,および研究者による

介入を記した経過表

段階 時 期 イベント 参加者数 住民および行政による活動 研究者による介入

2015年

10月上旬
健康調査

住民48人 基本チェックリスト調査（包括*）

10月中旬健康調査
住民33人 生体電気インピーダンス法による筋肉

量調査（研究者）

10月中旬健康調査
住民33人 健康づくりの意識や行動に関する聞き

取り調査（研究者と包括）

2016年

1月下旬

研究者・包括・社協

・老人会による会議

プロジェクト

委員5人

健康サークルを起ち上げ,プロジェク

トメンバー選出（住民）

健康づくりを紹介

2月中旬
第1回

プロジェクト会議

プロジェクト

委員8人

コアメンバーによるサークル運営を提

案（包括）

運動の実践と評価によ

るサークル活動を提案

3月上旬
第2回

プロジェクト会議

プロジェクト

委員5人

“歩く生活”の効果調査を提案（包括）“歩く生活”を提案

4月中旬
第3回

プロジェクト会議

プロジェクト

委員8人

健康サークルを実施する役割を分担

（包括）

プロジェクト委員への

呼びかけ

5月中旬
第1回

健康サークル

住民73人 協力して自分の役割を遂行（プロジェ

クト委員）

歩数計貸し出し,歩数

を毎日記録する意義を

説明

6月中旬
第4回

プロジェクト会議

プロジェクト

委員5人

まちの広報誌への掲載を提案（社協**）

7月上旬
第2回

健康サークル

住民67人 “歩く生活”の実施状況を確認（包括

と社協）

1 日の歩数の目標設定

を提案

8月下旬
第5回

プロジェクト会議

プロジェクト

委員5人

サークルの企画を会報にまとめ,配布

（コアメンバー）

“歩く生活”の実施報

告を提案

9月下旬
第3回

健康サークル

住民56人 “歩く生活”の実施状況を報告（住民）“歩く生活”に関する

質問紙調査

12月中旬
第4回

健康サークル

住民53人 体力測定を実施（住民） 質問紙調査の結果報告

2017年

1月下旬

第5回

健康サークル

住民48人 “歩く生活”の感想を発表（住民） 参加群が活動的になっ

たことを説明

3月上旬
第6回

プロジェクト会議

プロジェクト

委員5人

健康サークルの運営体制を議論,4 名の

新コアメンバーを選出（プロジェクト

委員）

健康サークルの運営の

移行を提案

3月下旬
第7回

プロジェクト会議

プロジェクト

委員9人

「健康ポイント制度」導入（プロジェク

ト委員）

「健康ポイント制度」

の科学的効果を解説

4月下旬
第6回

健康サークル

住民53人 身体組成・体力測定実施（住民） “歩く生活”の継続効

果を解説

*包括, 地域包括支援センター; **社協, 社会福祉協議会

表１　�地域健康づくりを作り上げる段階 , 時期 , イベント , 参加者数 , 住民および行政による活動 , および研究者によ
る介入を記した経過表

交えた会議を開き , 調査結果を共有するとともに ,
参加群の現状への対応策を議論した . その結果 ,

「健康に関心をもつ者が集まり , 互いの健康を気
遣いながら交流する機会（以後 , 健康サークル）
をつくる」プロジェクトの起ち上げが提案された .

（２）組織の構築
プロジェクトに中心的に係わる委員（以後 , プ

ロジェクト委員）を , 参加群の代表（以後 , コア
メンバー）２名 , 包括職員１名 , 社協職員１名 ,
研究者１名 , および研究者のゼミ学生３名の合計
８名で構成した . プロジェクト委員のうち , 健康
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サークルの運営方法（方針や企画）を話し合う会
議（以後 , プロジェクト会議）の進行を研究者が ,
プロジェクト会議と健康サークルを繋ぐ連絡・調
整の役割をコアメンバーが務めることになっ
た . 包括と社協の職員はコアメンバーを , ゼミ学
生は研究者をサポートすることになった .

（３）健康サークルを実施する模索
第１回のプロジェクト会議において , 包括の職

員はコアメンバーが主体となり健康サークルを運
営することを提案した . コアメンバーは硬い表情
であった . 健康サークルの活動内容を話し合うと
き , プロジェクト委員は下を向き誰も発言しな
かった . しばらくして , 学生が体力測定を提案し
た後 , コアメンバーは「参加者同士が交流できる
運動を行えば , 参加群は喜ぶかもしれない」と発
言した . 研究者は , 双方の意見を尊重し公平に扱
うことが話し合いを前に進めるものと考え , 健康
サークルでは運動の実践と評価に取り組むことを
提案した .

第２回のプロジェクト会議では , どのような運
動に取り組むのかについて話し合った . コアメン
バーは ,「場所や時間を問わず , 手軽に行える運
動に取り組みたい」と発言した . 研究者は ,「高
齢者にとって最も身近な運動は ,“ 歩くこと ” であ
る」と伝え , 歩数計を身につけて歩くことを意識
した生活（以後 ,“ 歩く生活 ”）の実践を勧めた . 包
括職員は ,「“ 歩く生活 ” の効果を実感できると ,
参加群は取組に興味を持つかもしれない」と発言
した . 相手の意見を尊重し自分の考えを主張する
対話の様子が見られた . 第１回の健康サークルに
おいて ,“ 歩く生活 ” の実践を参加群に提案するこ
とが決まった .

第１回の健康サークルでは , 研究者はプロジェ
クト委員が協力しあうことを呼びかけた . コアメ
ンバーが受付を , 包括と社協の職員が会場設営を ,
研究者が健康講話を , 学生が身体組成・体力測定
を担当した . 参加群の反応は , コアメンバーに頼ま
れて健康サークルに参加したという受け身の発言
が多く見られた . 研究者は ,“ 歩く生活 ” の概要を
説明し , 実践を促すために参加者へ歩数計を貸し
出した . 併せて , １日あたりの歩数を毎日記録する
こと（セルフモニタリング）の意義を説明した .

第３回以降のプロジェクト会議では , プロジェ
クト委員の積極的な行動が見え始めた . コアメン
バーは , 健康サークルの企画を自ら提案し , それ
をサークルの会報にまとめ参加群へ出席を呼び掛
けた . 社協の職員はサークルの活動をまちの広報

誌に掲載することを提案した .
第２回の健康サークルでは , 参加群がサークル

活動を楽しめるよう , プロジェクト委員は参加群
に対してさまざまな働きかけを行った . コアメン
バーは , 率先してイベントの進行役を担い , 参加
群にイベントのサポートを求めた . 包括と社協の
職員は “ 歩く生活 ” の実施状況を参加群から聞き
取り , 積極的な会話を試みた . 研究者は , 参加群
が無理なく “ 歩く生活 ” を継続できるように , 毎
日の歩数の記録をもとに１日に歩く目標を立てる
こと（目標設定）を提案した . 併せて , それを達
成できなかったときは , 立てた目標を下げること
が “ 歩く生活 ” を続ける意欲につながること（自
己効力感の醸成）を助言した .

第３回の健康サークルでは , 参加群が少人数グ
ループをつくり ,“ 歩く生活 ” の実施状況を報告し
合うこと（観察学習）を試みた . 学生も少人数グ
ループに入り , 意見を聞き出す役割を務めた . 参
加群は ,“ 歩く生活 ” を継続できていることを楽し
そうに語りかけた.研究者は,参加群が“歩く生活”
の効果を実感できるよう , 質問紙調査法を用いて
身体活動の感じ方を調査した .

第５回の健康サークルでは , コアメンバーが
サークル活動の経過をふり返る反省会を企画し
た . 反省会の冒頭で , コアメンバーは人と人の交
流が増えたことを報告した.研究者は,“歩く生活”
の実践に伴い参加群の行動が活動的になったこと
を説明した . 参加群は “ 歩く生活 ” の感想を尋ね
られ ,「夕方に孫と歩きながら会話をするのが生
きがいになった . 歩くことが生きる基本であるこ
とに気づいた .」, 「肩こりや足のむくみは解消さ
れ , 姿勢がよくなった . 全身に血液の流れを感じ ,
行動が前向きになった .」,「歩く意識は生活にメ
リハリをつけることがわかった . 体操やウォーキ
ングにも挑戦できた . 元気で活動的に過ごせるこ
とがありがたいと思えるようになった .」と報告
した . 参加群は , 健康サークルの運営に対する賞
賛とともに , 活動の継続を要望した . その結果 ,
今後も健康サークルを継続できるよう , コアメン
バーが中心となり開催の準備をすることが決まっ
た .

２. ４　プロセス評価
（１）分析対象

分析の対象を , 参加群 73 名とした .
（２）データの収集および分析

参加群の身体活動の行動変容を調べるために ,
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トライアンギュレーション法 �18）（研究の当事者・
関与者・協力者のさまざまな観点からデータを収
集・分析し , 結果の確からしさを高める方法）を
用いた . データの収集を , 身体活動に関する質問
紙 , 健康サークルの活動記録 , および研究者の
フィールドノートを用いて行った .“ 歩く生活 ” の
取組に伴う身体活動の感じ方を , 既存の質問紙 �4）

を用いて研究者が調査した . 活動記録を , 参加者
の発言やふるまいを記録した上で , コアメンバー
と社協の職員が作成した . フィールドノートを ,
参加者の発言やふるまいへの気づきとして研究者
が記録した . 質問紙調査 , 活動記録 , およびフィー
ルドノートのデータをプロジェクト会議で共有
し , データの誤りや記述の偏りがないかを確認し
たのち , 時間軸に沿って整理した .

参加群の身体活動を量的に調べるために , 歩数
および身体活動量を , 加速度計測機能付歩数計

（Kenz 社製 , ライフレコーダー GS）を用いて測
定した . 加速度計測付歩数計は , 歩数とともに ,
内蔵された加速度センサーにより身体活動を４秒
ごとに 11 段階の運動強度に分類・記録すること
が可能である .11 段階の運動強度のうち , １～３
段階を低強度の運動 , ４～６段階を中強度の運動 ,
および７～９段階を高強度の運動と定義した �19）.
加速度計測付歩数計の記録を６ヶ月間（2016 年
６月～ 12 月）連続して測定し , 低強度 , 中強度 ,
および高強度の運動に要した１日あたりの時間の
平均値を算出した . 併せて , １日あたりの歩数の
平均値を算出した . その後 , 歩数および身体活動
量の平均値を国の目標値と比較した .

２. ５　身体的健康のアウトカム評価
（１）分析対象

分析の対象を , ①健康づくりへの出席が年に２
回以上 , ②年１回の身体組成・体力測定への参加
を満たした者とした . 参加群は 53 名（男性 26 名 ,
女性 27 名 , 平均年齢：72.3 ± 3.9 歳）, 対照群は
55 名（男性 27 名 , 女性 28 名 , 平均年齢：74.8 ± 5.2
歳）であった .

（２）データの収集および分析
アウトカムを , 身体組成および体力とした . 身

体組成の指標として , 一般的に用いられている身
長 , 体重 , 体脂肪率 , および筋肉量を測定した . 体
重 , 体脂肪率 , および筋肉量を , 体組成計（バイ
オスペース社製 ,In Body 230）を用いて生体イン
ピーダンス法により計測した .BMI を , 身長と体
重の値から算出した . 筋肉量を , 四肢の除脂肪軟

部組織量の合計から身長の二乗（m�2）で除した
値とした �20）.

体力の指標として , 握力 , 開眼片足立ち , およ
び６分間歩行を測定した . 握力を , スメドレー式
握力計を用いて , 左右２回ずつ測定し , 左右の高
い値の平均値を記録に採用した . 開眼片足立ちを ,
両手を軽く腰にあて , 挙上した足を立脚側に触れ
ないよう指示し , 左右いずれかの足で１回測定し
た .6 分間歩行を , １m 間隔の目印をついた 50m
の周回路を用いて , ６分間に歩いた距離を１回測
定した .

（３）統計処理 
身体組成および体力の指標については , 取組の

効果を検証するために , 握力 , 開眼片足立ち , ６
分間歩行 ,BMI, 体脂肪率 , および筋肉量の値を従
属変数 , 時間 , 群 , および時間と群の交互作用項
を独立変数 , 年齢および性を共変量とする , 一般
線形モデルの反復測定を用いて解析した . その後 ,
交互作用項に有意差が認められた場合 , 時間の単
純主効果の検定を行った .

以上の統計処理を ,SPSS 25.0J を用いて危険率
５％により統計的有意とした .

３．倫理的配慮
本研究は , 石川県立看護大学倫理委員会の承認

を得て実施した（看護大第 405 号）. 評価の対象
になった者に対して , 研究協力は任意であること ,
拒否によって不利益を被らないこと , 個人情報を
保護することについて書面と口頭のより説明し ,
署名による同意を得た .

４．結果
４. １　身体活動の行動変容

健康サークルを始めた当初 , コアメンバーに頼
まれて参加という参加群の受け身の発言を記した
活動記録より , 参加群の身体活動は義務的な状態
であった . しかし , 身体組成や体力の測定 , 歩数
の記録に挑戦したいという参加群の反応を記した
フィールドノートより , サークル活動に興味を示
し ,“ 歩く生活 ” に取り組み始めた . 研究者は , 参
加群が “ 歩く生活 ” を継続できるよう , 刺激統制
および強化の技法を駆使した結果 , 活動記録より

「無理なく続けられた」という参加群の声が多く
なった . その結果 , 表２に示すように , 参加群は
身体活動の様々な恩恵を感じるようになった . 参
加群のサークル活動へのモチベーションは高ま
り ,“ 歩く生活 ” は 参加群の日常に定着し始め
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た . 参加群は , サークル活動の継続を希望し , 新
しい体制と企画のもとで身体活動を継続すること
を決めた .

４. ２　高齢者の行動変容に伴う身体活動量の変化
高齢者の行動変容は , １日あたりの歩数および

身体活動量の促進を伴った . 歩数の平均値は , 表
３に示すように , 男性が 7793 ± 2529 歩 , 女性が
8128 ± 2107 歩であった . 身体活動量の平均値は ,
低強度の活動時間が 63.9 ± 18.4 分 , 中強度以上
の活動時間が 20.0 ± 12.9 分であった .1 日あたり

の歩数および身体活動量は , それぞれ国の目標値
を上回った . さらに , 中強度以上の活動時間につ
いては , 健康関連 QOL を良好に維持するうえで
目標となる１日あたり 20 分以上 �21）を満たした .

４. ３　身体組成および体力の変化
参加群の身体活動の促進は , 筋肉量および６分

間歩行の向上を伴った . 群および時間の２要因と
共変量を投入した繰り返しのある一般線形モデル
の結果 , 筋肉量 , ６分間歩行 , および開眼片足立
ちにおいて交互作用項に有意差が認められた . 時
間の単純主効果の検定をさらに行った結果 , 図１
に示すように , 筋肉量（P<0.001）および６分間
歩行（P=0.018）は参加群で有意な主効果が認め
られた . 筋肉量および６分間歩行は , 参加群で増
大した .

５．考察
本研究は , 研究者と高齢者が協働して当事者の

身体活動を促進するための解決策を探り , 高齢者
の健康の維持・増進を目指すCBPRを展開した.研
究者は,参加群の健康問題を把握し,地域のステー
クホルダー（老人会の会長 , 行政の専門職者）と
ともに健康サークルをつくるプロジェクトを起ち
上げた . 健康サークルを始めた当初 , 参加群の身
体活動は義務的な状態であった . しかし , サーク
ル活動を重ねるごとに , 受け身の姿勢は変わり始
めた . 研究者は , 参加群が “ 歩く生活 ” を継続で
きるよう , 行動変容の技法を駆使して身体活動へ
の負担感を減らした . 参加群は身体活動の様々な
恩恵を感じるようになり ,“ 歩く生活 ” は参加群の

表2　“歩く生活”の継続に伴う参加群の主観的な感覚

回答項目 割合（％）

長い時間歩けるようになった 85.7

自ら動くようになった 76.8

動きやすくなった 75.0

活動量が増えた 75.0

気分転換できるようになった 69.6

身体が軽く感じるようになった 58.9

目覚めがよくなった 55.4

よく汗をかくようになった 55.4

よく眠れるようになった 55.4

外出が増えた 55.4

歩く速度が速くなった 53.6

56名に複数回答で問い, 50％を超えたものを記載

表3　歩数および身体活動量における参加群の平均値および国の目標値

歩数
*1

(step/day)

男性 (n=26) 7793 ± 2529 7000
*2

女性 (n=27) 8128 ± 2107 6000
*2

身体活動量
*1

(min/day)

低強度 63.9 ± 18.4

中強度以上 20.0 ± 12.9

参加群 国の目標値

すべての強度を合わ

せて, 40以上
*3

*1, 平均値±標準偏差（2016年6月～12月）; *2, 健康日本21（第二次）;
*3, 健康づくりのための身体活動基準2013（厚生労働省）

表２　�“ 歩く生活 ” の継続に伴う参加群の主観的な感覚

表３　�歩数および身体活動量における参加群の平均値および国の目標値
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日常に定着し始めた . このような行動変容に伴い ,
参加群の歩数および身体活動量は国の目標値を上
回った . 併せて , 筋肉量および６分間歩行は向上
した .

本研究の結果は , コミュニティ・エンパワメン
トが高齢者に定期的な身体活動を促すという仮説
を支持した . 研究者は , 参加群の身体活動を促進
する課題の解決を目指し , 地域のステークホル
ダーとともに健康サークルをつくるプロジェクト
を起ち上げた . 研究者は , 参加群がセルフモニタ
リング , 目標設定 , 自己効力感の醸成 , 観察学習
の行動変容技法を体験する機会を与えた . その結
果 , 参加群は互いに影響を与え合いながら身体活
動を日常に取り入れるよう変容した . 身体活動の
様々な恩恵を感じるようになった参加群は , 新し
い体制と企画のもとで身体活動を継続することを
決めた . コミュニティ・エンパワメントについて ,
中山ら �22）は「住民や組織 , 地域が集団としてお
かれた状況を批判的に分析し , 共通の保健上の課
題に気づき , その改善や well-being の実現に向け
て , その原因となる社会のあり方を変えていくた

めに行動を起こしていくプロセスであり , アウト
カムを含むものである」と定義した . この研究に
おける高齢者の身体活動を促進する行動科学およ
び社会的支援アプローチに基づいた手法は , 中山
らの定義するコミュニティー ･ エンパワメントの
構築と同様な過程を経ていると考えられた . 行動
科学および社会的支援アプローチを背景とした介
入プロセスによるコミュニティー ･ エンパワメン
トの構築が , 高齢者の身体活動の促進において重
要な役割を果たしたと結論される .

CBPR の特徴の一つに , 研究に対する研究者の
係わり方がある . 事例研究や実践報告などの質的
研究では , 研究者の立場は客観的な観察者である
場合が多い . 一方 ,CBPR では問題を解決する当
事者となる . そのために , 研究者は研究を計画・
実施・評価するすべてのプロセスに主体的に係わ
り , 結果を分析し解釈する役割を担う . この点に
関して ,CBPR ではデータの収集および分析が研
究者の主観に偏りすぎる傾向にあるのではないか
との指摘がある �23）. このような問題を解決するた
めに ,CBPR では研究の当事者 , 関与者 , 協力者な

図１　健康サークルの開始時（pre）および開始 12 ヶ月後（post）における身体組成および体力の変化
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図１．健康サークルの開始時（pre）および開始 12 ヶ月後

（post）における身体組成および体力の変化
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どのさまざまな観点からデータを収集・分析する
ことで , 結果の確からしさを高めるトライアン
ギュレーション法を用いる . トライアンギュレー
ション法を可能にする情報源には , 質問紙調査 ,
個別またはグループへのインタビュー , ワーク
ショップ , 計画の実践とふり返りの記録 , 打ち合
わせや会議などの議事録 , およびフィールドノー
トがある �23）. 本研究では , 身体活動に関する質問
紙 , 健康サークルの活動記録 , および研究者の
フィールドノートを情報源とし , これらを会議で
共有した . 本研究は , 研究者および地域のステー
クホルダーが異なる角度から複眼的に地域健康づ
くりのプロセスを捉え , 記述の偏りを避けるよう
注意を払った .

コミュニティ・エンパワメントは , 高齢者に主
体的な行動を促すとともに , 当事者の健康状態を
増進することが経験的に知られている . これに対
して , 安齋ら �11）はコミュニティ・エンパワメン
トにより創出された地域活動が高齢者の主体的な
行動とともに , 健康にポジティブな影響を与える
ことを介入研究により実証した . 地域活動へ参加
した群は , 非参加群と比較して社会参加の得点が
増大するとともに , 身体的健康の QOL が維持さ
れた . 本研究の結果も安齋らの知見を支持し , コ
ミュニティ・エンパワメントにより促進された高
齢者の身体活動は , 身体組成および体力の一部の
向上をもたらした . コミュニティ・エンパワメン
トと高齢者の健康状態との関連を定量的に分析す
ることが , 地域活性化に関する研究に求められて
いる �24）.

Kahn ら �9）は , 人々の身体活動を促進する効果
に関する系統的レビューにおいて , 行動科学およ
び社会的支援アプローチの特徴を紹介した . この
アプローチは , 行動変容技法の習得および社会的
支援の構築が身体活動を促進する重要な因子とし
て位置付けている . 行動変容技法とは , 身体活動
のきっかけや機会をつくること , 危険度の高い状
況に対する対処方法 , および行動の維持や逆戻り
の予防に関するものである . 社会的支援の構築と
は , 個人や集団に対するカウンセリングに関する
ものである . そのために , このアプローチは人と
人のつながりを地域に構築し , それを強化のため
の整備を行い , 長期にわたり人と人のつながりを
維持することで人々に身体活動を促進する �6）. 併
せて , 地域に自主的なグループを作ることで , 人
と人が互いに活動的になるよう働きかける . した
がって , 行動科学および社会的支援アプローチは ,

地域資源に関する多様な情報の収集 , および関係
する組織や行政との連携が不可欠となる . 併せて ,
取組の展開に必要な人材の発掘および育成が必要
となる . このアプローチは , 従来の管理型の身体
活動プログラムと比べて時間と労力を有する �10）.

地域在住の高齢者に対する運動プログラムの介
入が当事者の運動行動に及ぼす影響を調べるため
に ,RCT（無作為化比較対照試験）を用いる手法
が知られている �25）. 本研究の目的を達成するため
に ,RCT に基づき研究への参加に応じた者を介入
群と対照群に分けて比較・検討する研究デザイン
の可能性は考えられる . しかしながら , 本研究で
はそのデザインを採用しなかった . 理由は , 公平
なサービスの提供を前提とする行政の事業の性格
上 , 参加を表明した者のうち対照群を設けること
はできなかったためである . 高齢者 , または肥満
や糖尿病などの生活習慣病を有する者を対象とす
る場合 , 対照群の設定に注意を払う必要があ
る �26）. たとえば , 生活の質または QOL が低下し
てきている高齢者 , または健康寿命に不安をもつ
生活習慣病を有する者に対して , 数か月間にもわ
たり「何もさせない対照群」に割り付けることは ,
倫理的に問題となる �26）. 対照群には運動プログラ
ムに参加しないよう求め , 介入群のみに観察され
る運動効果を研究で評価・公表することは , 健康
増進の観点からも大きな損出である . このような
問題に対して , 実験条件を統制できない現場での
実施可能性を見据えた健康支援研究のデザインと
して ,RE-AIM がある �27）.RE-AIM とは , ① Reach

（到達度）：対象集団のうち , どれほどの人に介入
が到達したのか , ② Efficacy（有効性）：介入が
到達した個人は , どれほどアウトカムや QOL を
改善したのか , ③ Adoption（採用度）：介入実施
者や実施環境の特徴はどうか,④Implementation

（実施精度）：プログラムの構成要素や担当スタッ
フによって , 効果に違いは見られたのか , ⑤
Maintenance：持続性（長期的に効果は持続した
のか）で構成される . 本研究では ,“ 歩く生活 ” を
参加群の 75％が 12 ヶ月継続したことは Reach
や Maintenance の評価要素として ,“ 歩く生活 ”
により参加群の筋肉量や６分間歩行が向上したこ
とは Efficacy の評価要素として考えられた . 一
方 ,Adoption や Implementation の評価には至ら
なかった.今後の課題は,“歩く生活”を地区の何％
の高齢者に適応できるのか ,“ 歩く生活 ” は地区に
どの程度浸透したのかを明らかにすることである
と考えられる .
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６．結論
本研究は , 行動科学および社会的支援アプロー

チを背景とした介入プロセスによるコミュニ
ティー ･ エンパワメントの構築が , 高齢者の身体
活動の促進に重要な役割を果たすことを明らかに
した . 一方 , 本研究の限界は , 研究への参加を当
事者の自由意志に依存している点にある . 具体的
には , 介入の対象を決める際 , 意欲のある住民が
研究に参加した可能性を否定できず , その結果介
入による健康の維持・増進がより効果的に働いた
可能性は起こり得たと考えられる . このことは ,
研究上の限界ではあるが , 住民や地域などコミュ
ニティへの健康づくりを研究として扱う際に解消
することが困難な要因でもある . このような要因
に対して , 研究結果に影響を与える可能性がある
バイアスと認識して研究を実施するのか , それと
も健康づくりに消極的でコミュニティへ参加しな
い住民も巻き込み研究を実施するのかについて ,
今後の研究でさらに議論すべき点である . 健康づ
くりに消極的な住民へのアプローチについては ,
健康づくりの実践よりはむしろ , 運動不足または
生活習慣病の害に関する知識を持たせ , それとな
く健康づくりへ導くことが求められているものと
推察される .
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Effectiveness of Behavioural and Social Approaches to Increase 
Physical Activity in Community-Dwelling Older Adults 

- Community-Based Participatory Research Intervention Promote to 
Community Empowerment -

Wataru KAKIHANA，Shota KIMURA，Kohei IZUMIYA

Abstract
　The purpose of this study was to evaluate the effect of a community-based participatory health 
program with behavioural and social approaches on the health behaviors and community 
empowerment for older adults. The intervention group (n=53) attended a 18-month community-
based health program, while the comparison group (n=55) did not. The process of the community-
based health program that elders, researcher, and co-worker launched were analyzed by 
triangulation. In addition, we analyzed data for both groups focusing on influence of intervention 
program on the body composition and physical fitness using statistical analysis. The changes in the 
intervention group followed some stages with the passage of time, such as “obligation participation”, 
“consensus on the direction for resolving the issues”, and “trying to solve their health issues 
voluntarily”. The behaviour changes of in the intervention group were associated with greater the 
daily step count and the daily duration of physical activity at an intensity > 3 METs. General linear 
model revealed that there was a interaction of the effect of time on skeletal muscle mass (P<0.001) 
and 6-minute walk (P=0.018). This study suggested that the community-based participatory health 
program with behavioural and social approaches was effective in improving health empowerment 
and regular physical activity in older adults.

Keywords  �regular physical activity, behavioural and social approaches, empowerment, community-
based participatory research


